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平
成
26
年
度

決
算
審
査
意
見
書

監
査
委
員　
　

片
岡　
　

明

　
　
　
　
　
　

伊
藤　

正
信

　

決
算
審
査
に
付
さ
れ
た
書
類

等
は
、
法
令
に
準
拠
し
て
作
成

さ
れ
て
お
り
、
そ
の
計
数
は
正

確
で
あ
り
、
予
算
執
行
及
び
事

務
処
理
は
お
お
む
ね
適
正
に
行

わ
れ
て
い
る
と
認
め
ら
れ
た
。

　

26
年
度
決
算
で
は
、
歳
入
の

根
幹
を
な
す
市
税
の
う
ち
法
人

市
民
税
が
増
収
に
な
っ
た
も
の

の
社
会
保
障
関
係
費
、
扶
助
費

等
の
支
出
が
増
加
し
続
け
、
厳

し
い
財
政
状
況
が
続
い
た
１
年

で
あ
っ
た
。

　

26
年
度
決
算
状
況
を
詳
細
に

分
析
し
、
限
ら
れ
た
財
源
を
効

果
的
・
効
率
的
に
配
分
す
る
こ

と
で
持
続
可
能
な
市
政
運
営
に

努
め
ら
れ
、
第
１
次
弥
富
市
総

合
計
画
後
期
計
画
の
着
実
な
推

進
に
取
り
組
ま
れ
る
こ
と
を
要

望
す
る
。

平成26年度決算認定
子育て支援と安心安全対策の充実

今
定
例
会
は
、
26
年
度
決
算
を
審
議
す
る
た

め
特
別
委
員
会
を
設
置（
2
頁
参
照
）し
一
般
会

計
及
び
特
別
会
計
を
審
議
の
結
果
、
各
会
計
と

も
原
案
ど
お
り
認
定
し
ま
し
た
。

歳
入
は
、
対
前
年
比
6.5
％
増
で
あ
る
。

主
に
株
式
等
譲
渡
所
得
割
交
付
金
、
自
動
車
取

得
税
交
付
金
及
び
繰
越
金
が
減
と
な
っ
た
も
の

の
、
市
税
、
県
支
出
金
及
び
市
債
が
増
と
な
っ

た
こ
と
に
よ
る
。

　

一
般
会
計
の
根
幹
を
な
す
市
税
の
う
ち
法
人

市
民
税
が
、
前
年
度
比
較
１
億
１
千
800
万
円
の

増
に
よ
り
市
税
全
体
で
は
、
ほ
ぼ
同
額
の
増
収

で
し
た
。

歳
出
は
、
対
前
年
比
7.2
％
増
で
あ
る
。

主
に
労
働
費
及
び
商
工
費
が
減
と
な
っ
た
も
の

の
民
生
費
及
び
教
育
費
が
増
と
な
っ
た
こ
と
に

よ
る
。

主
な
事
業
費
は
、
新
白
鳥
保
育
所
整
備
工
事

建
設
費
約
５
億
６
千
300
万
円
、
子
育
て
支
援
対

策
事
業
費
補
助
金
約
１
億
300
万
円
な
ど
。

決
算
の
総
額
は
、
一
般
会
計
と
特
別
会
計
を

合
わ
せ
て
歳
入
231
億
８
千
661
万
４
千
円
、
歳
出

224
億
4
千
177
万
１
千
779
万
５
千
円
と
な
り
ま
し

た
。

市税 53.8

その他 3.7

自主財源
63.2

依存財源
36.8

地方消費税交付金
3.7

地方交付金
5.0

県支出金 6.4

民生費 43.8

総務費
10.1

国庫支出金
9.9

市債 8.2

その他 3.2
教育費 9.9

公債費 8.4

衛生費 7.7

土木費 5.9

農林水産費
5.7

消防費 5.2
その他 3.4

一般会計歳出目的別構成比 一般会計歳入財源別構成比

（単位：％） （単位：％）

諸収入 2.0
繰越金 4.1


